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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期
第３四半期
連結累計期間

第65期
第３四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 63,659 63,192 93,495

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△388 △287 230

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
168 △560 728

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△68 △513 545

純資産額（百万円） 17,525 17,544 18,139

総資産額（百万円） 62,287 61,225 67,338

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

5.21 △13.75 22.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 28.1 28.7 26.9

　

回次
第64期
第３四半期
連結会計期間

第65期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
14.61 7.07

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第64期第３四半期連結累計期間ならびに第64期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第65期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式は存在します

が、四半期純損失が計上されているため記載しておりません。　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、第２四半期連結会計期間よりPT WIJAYA KARYA KOMPONEN BETONは新たに設立したため、持分法適用の範囲に

含めております。また、当第３四半期連結会計期間において、当社は株式会社ヤマハ化工大阪の全株式を譲渡したた

め、当第３四半期連結会計期間より同社を持分法適用の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、米国経済が回復しつつあり、ＡＳＥＡＮ経済も相対的に堅調に

推移し、為替相場も極端な円高から円安に振れたこと、東日本大震災の復興・再生等の公共投資への取り組みが加速

したことなどから明るい兆しが見られますが、構造問題などによる中国経済の失速や米国財政運営の行方、未だくす

ぶる欧州信用不安の不透明な問題が存在し、先行きが読めない状況が続いております。

建設業界におきましては、復興関連工事に加え、それ以外でも官公庁工事や民間工事の発注が増えるなど建設市場

に回復の兆しがうかがえます。また、衆議院議員総選挙の結果、政権交代により、新政権による公共工事主導への政策

転換が行われ、官公庁工事を中心に建設投資が更に増加するなど、今後、追い風となる可能性が出てきておりますが、

企業間の受注獲得競争の激化や人手不足による労務費を中心とした建設コストの高騰は、工事採算に大きく影響を及

ぼしており、建設市場の回復に伴い更に深刻化する懸念も内包しており、厳しい経営環境は続いていくものと思われ

ます。

このような経営環境のもとで、当社は基盤事業である橋梁に代表される公共工事を中心とした「土木建設事業」と

民間工事を中心とした「建築建設事業」の２本柱を強化しながら、ＰＣ（プレストレスト・コンクリート）技術の適

用範囲を広げて新しい分野を開拓することで、企業競争力を高め、対外環境の激しい変化に対応しながら、黒字の継続

と企業体質の強化を目指し「わが国トップのＰＣゼネコン」を目指してまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高631億92百万円（前年同四半期比0.7％減）となりました。

利益につきましては、グループ各社とともに省力化、合理化による原価低減及び経費の削減等に懸命に取り組んで

まいりましたが、営業損失１億87百万円（前年同四半期は営業損失１億12百万円）、経常損失２億87百万円（前年同

四半期は経常損失３億88百万円）、四半期純損失５億60百万円（前年同四半期は四半期純利益１億68百万円）となり

ました。

なお、当社グループの主たる事業であります土木建設事業ならびに建築建設事業の売上高は、工事の発注が下半期、

特に第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完

成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

当第３四半期連結累計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分
前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 比較増減（△）

 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 増減率(％)

土木建設事業 25,537 49.5 33,697 45.8 8,159 32.0

建築建設事業 24,920 48.3 36,752 49.9 11,831 47.5

製造事業 656 1.3 745 1.0 88 13.5

その他兼業事業 489 0.9 2,432 3.3 1,942 396.4

合計 51,605 100.0 73,626 100.0 22,021 42.7

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

土木建設事業は、売上高は309億69百万円（前年同四半期比7.3％増）、セグメント利益は30億22百万円（前年同四

半期比29.9％増）となりました。

建築建設事業は、売上高は308億99百万円（前年同四半期比8.4％減）、セグメント利益は12億87百万円（前年同四

半期比38.9％減）となりました。

製造事業は、売上高は33億67百万円（前年同四半期比30.7％増）、セグメント利益は28百万円（前年同四半期は27

百万円の損失）となりました。

その他兼業事業は、売上高は21億円（前年同四半期比46.4％増）、セグメント利益は２億65百万円（前年同四半期

比43.8％増）となりました。

なお、セグメントの業績は、報告セグメントの売上高、セグメント利益又は損失を記載しております。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、３億66百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 102,500,000

Ａ種種類株式 7,500,000

計 110,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,665,429 33,081,429
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式

単元株式数

100株

Ａ種種類株式

（注）
7,500,000 7,500,000非上場・非登録

単元株式数

100株

計 40,165,429 40,581,429 － －

(注)　Ａ種種類株式の内容は次のとおりであります。 

１）単元株式数 

単元株式数は100株であります。　

２）議決権

Ａ種種類株式は全て議決権を有しております。

３）剰余金の配当 

当社が、各事業年度において、当該事業年度中に属する日を基準日としてＡ種種類株式に剰余金の配当を行

うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種種類株式を有する株主またはＡ種種類

株式の登録株式質権者に対し、Ａ種種類株式１株につき、普通株式１株当たりに配当される剰余金に転換倍

率２※を乗じて得られる金額の剰余金の配当を行います。

４）株主の権利行使による取得の請求

Ａ種種類株式を有する株主は、平成24年８月１日以降、いつでも普通株式の交付を受けるのと引換えにＡ種

種類株式の取得を当社に請求することができます。

当社に対しＡ種種類株式の取得を請求した株主に対しては、当該株主が保有するＡ種種類株式に転換倍率

２※を乗じて得られる数の普通株式が交付されます。

普通株式の算出にあたって、１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数の処理の規定

に準じてこれを取り扱うこととします。
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５）会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。　

※転換倍率の決定方法は以下の通りであります。

転換倍率とは、Ａ種種類株式１株につき400を当社の普通株式の基準時価で除して得られる数に2.30を乗

じて得られる数（400を当社の普通株式の基準時価で除して得られる数に2.30を乗じて得られる数の計算

は小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）をいいます。

ただし、この場合の転換倍率は１を下回らず、２を上回らないものとします。

当社の普通株式の基準時価とは、平成24年７月31日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日を除く。）をいいます。

ただし、当社の普通株式が株式会社東京証券取引所において上場廃止された後にＡ種種類株式の発行から

10年を経過する日が到来した場合には、当社の普通株式の上場廃止の日に先立つ10取引日の株式会社東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日を除く。）をもって、当社の普通株式の基準時価とみなします。

各平均値の計算は円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入することとします。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 40,165,429 － 4,218 － 8,110

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】
平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

 

（自己保有株式）

普通株式

86,000

－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元株式　100株

Ａ種種類株式

89,700
－

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

単元株式　100株

完全議決権株式（その他）

普通株式

32,539,300

 

325,393
同上

Ａ種種類株式

7,410,100

 

74,101

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

単元株式　100株

単元未満株式

 

 普通株式

40,129
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式  

１単元（100株）未満の株式

Ａ種種類株式

200
－

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

１単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 40,165,429－ －

総株主の議決権 － 399,494 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の普通株式が2,100株含まれて

おります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個が含まれており

ます。

②【自己株式等】
 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ピーエス三

菱

東京都中央区晴海二

丁目５番24号

普通株式
－ 86,000 0.21

86,000

Ａ種種類株式
－ 89,700 0.22

89,700

計 － 175,700 － 175,700 0.44

（注）当第３四半期会計期間末（平成24年12月31日）の自己株式は、普通株式86,116株、Ａ種種類株式89,700株（発行

済株式総数に対する所有株式数の割合は普通株式0.21%、Ａ種種類株式0.22%）となっております。
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

　２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 9,849 8,938

受取手形・完成工事未収入金等 ※2
 36,398

※2
 27,918

未成工事支出金 2,440 3,924

その他のたな卸資産 1,651 2,510

繰延税金資産 8 29

未収入金 1,646 1,428

その他 351 702

貸倒引当金 △157 △120

流動資産合計 52,188 45,332

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 7,599 7,627

機械、運搬具及び工具器具備品 10,058 10,296

土地 9,050 9,049

リース資産 137 388

建設仮勘定 7 7

減価償却累計額 △14,608 △14,894

有形固定資産合計 12,244 12,474

無形固定資産 35 36

投資その他の資産

投資有価証券 1,139 1,547

破産更生債権等 2,127 2,015

繰延税金資産 178 162

その他 1,552 1,672

貸倒引当金 △2,128 △2,016

投資その他の資産合計 2,869 3,381

固定資産合計 15,149 15,893

資産合計 67,338 61,225
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 27,929 22,745

短期借入金 9,126 7,949

未払法人税等 160 272

未成工事受入金 3,080 3,670

賞与引当金 139 41

完成工事補償引当金 183 207

工事損失引当金 467 387

その他 2,673 2,630

流動負債合計 43,760 37,904

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 1,523 1,523

退職給付引当金 3,494 3,643

役員退職慰労引当金 241 246

資産除去債務 86 86

その他 92 276

固定負債合計 5,437 5,775

負債合計 49,198 43,680

純資産の部

株主資本

資本金 4,218 4,218

資本剰余金 8,110 8,110

利益剰余金 4,435 3,793

自己株式 △60 △60

株主資本合計 16,704 16,062

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 89 154

土地再評価差額金 1,560 1,560

為替換算調整勘定 △215 △233

その他の包括利益累計額合計 1,434 1,481

少数株主持分 0 0

純資産合計 18,139 17,544

負債純資産合計 67,338 61,225
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 ※1
 63,659

※1
 63,192

売上原価 58,954 58,588

売上総利益 4,705 4,604

販売費及び一般管理費 4,817 4,791

営業損失（△） △112 △187

営業外収益

受取利息 3 2

受取配当金 12 13

持分法による投資利益 12 －

スクラップ売却益 10 6

その他 41 39

営業外収益合計 80 61

営業外費用

支払利息 83 75

持分法による投資損失 － 24

為替差損 232 －

支払保証料 25 34

その他 14 28

営業外費用合計 356 162

経常損失（△） △388 △287

特別利益

固定資産売却益 19 10

投資有価証券売却益 － 3

為替換算調整勘定取崩額 527 －

その他 90 1

特別利益合計 638 15

特別損失

固定資産除売却損 95 6

投資有価証券売却損 － 29

ゴルフ会員権評価損 1 －

災害による損失 23 －

その他 10 －

特別損失合計 131 36

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

118 △308

法人税、住民税及び事業税 87 275

法人税等調整額 △138 △23

法人税等合計 △50 251

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

168 △560

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 0

四半期純利益又は四半期純損失（△） 168 △560
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

168 △560

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △42 65

為替換算調整勘定 △407 △27

持分法適用会社に対する持分相当額 △3 9

土地再評価差額金 216 －

その他の包括利益合計 △237 46

四半期包括利益 △68 △513

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △68 △513

少数株主に係る四半期包括利益 △0 △0
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

第２四半期連結会計期間よりPT WIJAYA KARYA KOMPONEN BETONは新たに設立したため、持分法適用の範囲に含

めております。また、当第３四半期連結会計期間において、当社は株式会社ヤマハ化工大阪の全株式を譲渡したた

め、当第３四半期連結会計期間より同社を持分法適用の範囲から除外しております。

【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

  (1) 次の関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

三菱マテリアル㈱ 846百万円 三菱マテリアル㈱ 823百万円

 

  (2) 次の取引先の手付金に対し保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

㈱ゴールドクレスト 64百万円 ㈱グランイーグル 26百万円

㈱グランイーグル 12 　     

ジェイレックス・コーポレーション㈱ 3 　     

計 79 計 26

　　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計

期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 110百万円 51百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

※１　当社グループの土木建設事業ならびに建築建設事業においては、工事の発注が下半期、特に第４四半期連結会

計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比

べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 400百万円 343百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 81百万円 2.5円  平成23年３月31日 平成23年６月29日利益剰余金

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日

定時株主総会
普通株式  81百万円   2.5円  平成24年３月31日 平成24年６月28日利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高                             

外部顧客への売上高   28,78933,730　 656　 483　 63,659　 －　 63,659　
セグメント間の内部売
上高又は振替高

81　 －　 1,919　 951　 2,951　 △2,951　 －　

計 28,870　 33,730　 2,576　 1,434　 66,611　 △2,951　 63,659　

セグメント利益又は損失

(△)（売上総利益）　
2,327　 2,106　 △27　 184　 4,591　 113　 4,705　

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 4,591

調整額（セグメント間取引消去） 113

販売費及び一般管理費 △4,817

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △112

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。 
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高                             

外部顧客への売上高   30,83230,899　 745　 715　 63,192　 －　 63,192　
セグメント間の内部売
上高又は振替高

136　 －　 2,622　 1,385　 4,143　 △4,143　 －　

計 30,969　 30,899　 3,367　 2,100　 67,336　 △4,143　 63,192　

セグメント利益

（売上総利益）　
3,022　 1,287　 28　 265　 4,604　 △0　 4,604　

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 4,604

調整額（セグメント間取引消去） △0

販売費及び一般管理費 △4,791

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △187

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
5円21銭 △13円75銭

普通株式以外の株式に係る１株当たり四半期純

損失金額（△）　
    －　 △27円51銭　

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
168 △560

普通株主に帰属しない金額（百万円） － △113

（うちＡ種種類株式） (－)　 (△113)

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円）
168 △446

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,401 32,463

Ａ種種類株式の期中平均株式数（千株） － 4,141

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 （注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式は存在しますが、四半

期純損失が計上されているため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

２【その他】

(1) 決算日後の状況

特記事項はありません。

(2) 重要な訴訟等

特記事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月７日

株式会社ピーエス三菱

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 貝塚　真聡　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鹿島　高弘　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーエス

三菱の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から

平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任　　

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

監査人の結論　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　上
　

（注）１　上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

（注）２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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